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規制改革推進に関する答申骨子（案） 

 

令和３年５月 18日 

規制改革推進会議 

 

Ⅰ 総論 

１． はじめに 

２． 規制改革を巡る情勢と会議の役割 

３． 審議経過 

(1) 審議テーマの決定と審議体制 

(2) 規制改革実施計画のフォローアップ 

(3) 規制改革・行政改革ホットラインにおける提案受付 

４． 本答申の実現に向けて 

５． 次のステップへ 

 

Ⅱ 各分野における規制改革の推進 

１．成長戦略ワーキング・グループ 

 (1) 民間における書面・押印・対面規制等の見直し 

(2) デジタル社会の基盤整備 

ア 公的情報基盤の整備・連携 

イ アジャイル型システム開発に係るルール整備 

(3) デジタル時代における刑事法の在り方について 

(4) 海底下ＣＣＳに関する規制の見直しについて 

(5) 刑事手続等のデジタル化 

 

２．雇用・人づくりワーキング・グループ 

(1) テレワークの普及・促進に資する取組 

(2) 労働関係の書面・押印・対面規制の撤廃 

(3) 多様で主体的なキャリア形成等に向けた環境整備 

ア 多様な働き手に対する職業訓練・教育訓練機会の提供 

イ 自律的・主体的なキャリア形成の支援と職業生活の安定を図るためのセーフテ

ィネットの整備 

ウ 社会経済環境や雇用慣行などの変化を踏まえた雇用関係制度の見直し 

(4) デジタル時代の日本を支えるイノベーション人材育成の環境整備 

ア デジタル時代を踏まえた大学設置基準等の見直し 

イ デジタル時代を踏まえた高校設置基準等の見直し 

ウ 教員資格制度にかかる規制・制度の見直し 

(5) オンライン教育等にかかる規制・制度の見直し 

ア オンラインを活用し、教師等がより児童生徒等に寄り添う質の高い教育の実現 

イ 学習者用デジタル教科書の普及促進 
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ウ 感染症や災害の発生等の非常時にやむを得ず学校に登校できない場合の学び

の保障 

(6) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項 

ア ジョブ型正社員（勤務地限定正社員、職務限定正社員等）の雇用ルールの明確

化の検討 

イ イノベーション人材育成の環境整備 

 

３．投資等ワーキング・グループ 

(1) 飲食店等の道路占用許可基準の緩和等 

(2) 船荷証券の電子化 

(3) 金融分野における規制改革 

ア 地方税等の収納効率化・電子化に向けた取組 

イ 書面・押印・対面手続の見直し 

(4) 専任・常駐義務等の見直し 

ア 特定建築物の建築物環境衛生管理技術者の兼務要件の合理化 

イ 監理技術者の配置における専任要件の更なる合理化 

(5) 自動運転の実装に向けた環境整備 

ア 歩行者用道路での自動運転車両走行 

イ 既存バス停での駐停車の実現 

ウ 都道府県ごとの施設内審査の省略 

エ 改造車の基準緩和手続の合理化 

オ 完全キャッシュレスに対応した移動サービス車両の確立 

(6) 次世代モビリティにおける安全・安心の確保と利便性向上の両立 

(7) 生産性向上に向けた物流改革 

(8) タクシーの利便性向上 

(9) 民泊サービスの推進に向けた取組 

ア 条例の制定趣旨の明確化 

イ オンライン申請手続の推進 

ウ 消防法による規制の見直し 

エ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律による規制の見直し 

オ 食品衛生法による規制の見直し 

カ 特区民泊及び旅館業許可物件への規則性ある付番の設定 

(10) 宿泊施設の非対面手続の促進 

(11) Society 5.0の実現に向けた電波・放送制度改革の在り方 

ア 電波の有効利用 

イ デジタル時代におけるコンテンツの円滑な流通に向けた制度整備 

ウ ローカル局の経営基盤強化 

エ 放送のユニバーサルサービスの在り方 

(12) 公証制度における書面、対面規制の見直し 

(13) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項 

ア 電波・放送を巡る規制改革 
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イ 資金移動業者の口座への賃金支払 

 

４．医療・介護ワーキング・グループ 

(1) 医療分野におけるＤＸ化の促進 

ア 医療分野における電子認証手段の見直し 

イ 治験の仕組みの円滑化 

ウ 患者の医療情報アクセス円滑化 

(2) 医薬品・医療機器提供方法の柔軟化・低コスト化 

ア 一般用医薬品販売規制の見直し 

イ 中古医療機器売買の円滑化 

ウ 単回使用医療機器再製造品の普及 

エ 調剤業務の効率化 

(3) 最先端の医療機器の開発・導入の促進 

(4) 医療・介護分野における生産性向上 

ア 産業医の常駐及び兼務条件の緩和 

イ デジタル化の進展等に対応するための歯科技工業務の見直し 

ウ 介護サービスの生産性向上 

(5) オンライン診療・オンライン服薬指導の普及 

(6) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項 

ア 医療・介護関係職のタスクシフト 

イ 介護サービスの生産性向上 

ウ 一般用医薬品（スイッチＯＴＣ）選択肢の拡大 

エ 社会保険診療報酬支払基金に関する見直し 

 

５．農林水産ワーキング・グループ 

(1) 農協及び漁協における独占禁止法に違反する行為の根絶に向けた取組 

ア 農協における独占禁止法に違反する行為への対応 

イ 漁協における独占禁止法に違反する行為への対応 

(2) 若者の農業参入、経営継承の推進、農業経営の法人化等に関する課題について 

(3) 農業者の成長段階に応じた資金調達の円滑化 

(4) 農協改革の着実な推進 

(5) 農地利用の最適化の推進 

(6) 農地の違反転用の課題について 

(7) 農業用施設の建設に係る規制の見直しについて 

(8) トラクターの公道走行に係る手続の簡素化について 

(9) 農産物検査規格の見直し 

(10) 畜産業の規制改革 

ア 牛乳・乳製品の生産・流通に関する規制改革 

イ 畜産の遠隔診療 

(11) 畜舎に関する規制の見直し 

(12) 改正漁業法の制度運用 
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ア 改正漁業法の現場への浸透 

イ 資源管理 

ウ 適切な許可漁業の推進 

エ 漁業権制度の運用 

(13) 漁業者の所得向上に向けたコンプライアンスとガバナンスの強化 

ア 漁協の組合員資格審査 

イ 漁業者の所得向上へのシナリオが見える漁協のＫＰＩの設定 

(14) 水産物流通適正化法の制度運用について 

(15) 魚病対策の迅速化に向けた取組 

 

６．デジタルガバメントワーキング・グループ 

(1) 書面・押印・対面の見直し 

ア 書面・押印・対面見直しの確実な推進 

イ 地方公共団体と事業者の間の手続のデジタル化 

ウ キャッシュレス化の推進 

(2) オンライン利用の促進 

ア オンライン利用率を大胆に引き上げる取組 

イ 行政手続の 100％オンライン利用 

(3) デジタル化に向けた基盤の整備等 

(4) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項 

ア 保育所入所時の就労証明書作成手続の負担軽減 

イ 行政への入札・契約手続の簡素化及び書式・様式の標準化 

 

（参考資料１）規制改革推進会議委員及び専門委員名簿 

（参考資料２）規制改革推進会議及びワーキング・グループの審議経過 


